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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第39期
第１四半期
連結累計期間

第40期
第１四半期
連結累計期間

第39期

会計期間
自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日

自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日

自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日

売上高 (千円) 2,211,186 1,881,474 8,072,459

経常損失（△） (千円) △267,757 △102,700 △480,387

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純損失（△）

(千円) △90,417 △105,735 △339,737

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △103,351 △101,482 △355,009

純資産額 (千円) 2,503,947 2,149,308 2,250,790

総資産額 (千円) 6,791,686 6,595,347 6,591,335

１株当たり四半期(当期)純損失金額
（△）

(円) △4.90 △5.70 △18.33

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 36.8 32.6 34.1
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、第39期第１四半期連結累計期間は、潜在株式は存

在するものの、１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。第39期及び第40期第１四半期連結

累計期間は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事

業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 業績の状況

　当第１四半期連結累計期間（以下、当第１四半期という。）における我が国経済は、世界経済は欧米の政治動向

への懸念や地政学リスクなどによる不透明感が残るものの全般的には回復傾向にあり、国内では雇用・所得環境の

改善などを背景に景気は緩やかな回復基調で推移しました。

　このような状況下、当社グループは、平成30年３月期の利益計画「ＡＳＥＡＮプロジェクト」（平成26年３月期

を初年度とする。）の最終年度を迎え、「生産能力の増強」「サプライチェーンの構築」「更なる付加価値製品の

提供」をテーマに、計画の達成に向けて引き続き取り組んでおります。製造子会社であるNISSEY CAMBODIA

CO.,LTD.の敷地内においては、時計関連の新規製品の受注拡大に向け、平成28年９月に着工した新工場（NISSEY

CAMBODIA METAL CO.,LTD.）の建設は順調に進捗しており、今年９月には完成する予定です。同じくNISSEY VIETNAM

CO.,LTD.においては、生産性向上のため半自動化・オートメーション化などを引き続き推進しております。一方、

これらの取り組みと並行して、その他事業においては、ウエアラブル関連や健康器具以外の新規分野の開拓にも注

力しております。また、長らく低迷していた国内眼鏡市場には、回復の兆しが見られ始めました。しかしながら、

時計関連は時計市場全体の先行き不透明感から受注が減少しており、その結果、当第１四半期の連結売上高は

1,881,474千円（前年同四半期は2,211,186千円）となりました。

　損益につきましては、売上総利益は、売上高は減少しましたが、NISSEY VIETNAM CO.,LTD.及びNISSEY CAMBODIA

CO.,LTD.における、生産性向上の推進、人員の削減、材料や製造消耗品の在庫圧縮等による製造コストの低減など

の効果により354,877千円（前年同四半期は341,985千円）となりました。営業損失は、人件費や諸経費の販売管理

費のコスト低減などの効果により66,816千円（前年同四半期は130,584千円）となりました。経常損失は、支払利息

及び在外子会社の外貨建て債務等の為替評価損の計上などにより102,700千円（前年同四半期は267,757千円）とな

りました。親会社株主に帰属する四半期純損失は105,735千円（前年同四半期は90,417千円）となりました。

セグメントの業績は次のとおりであります。

①　時計関連

時計関連の売上高は1,403,758千円となり、前年同四半期比で307,267千円(18.0％)減少しました。このうち、

時計バンドの売上高は、海外の取引先からは新規モデルの受注などにより約39％の増加となりましたが、国内の

取引先については、高付加価値製品の受注が減少したため約27％の減少となりました。また、時計部品の売上高

は、国内の取引先からの受注が減少したため約18％の減少となりました。

　しかしながら、前述した製造コストの低減等による売上総利益の増加などにより、セグメント損失は47,061千

円（前年同四半期は114,349千円）となり、赤字幅は縮小しました。

②　メガネフレーム

メガネフレームの売上高は367,492千円となり、前年同四半期比で30,246千円(9.0％)増加しました。このう

ち、㈱村井の売上高は、国内眼鏡市場には回復の兆しが見られ、大型チェーン店などからの受注も増加したため

32,967千円(10.7％)の増加となりました。また、当社のメガネフレーム部門は、大型チェーン店や大手メーカー

からの受注減少などにより2,721千円(9.3％)の減少となりました。

　これにより、㈱村井の利益を重視した営業の強化などもあり、セグメント損失は17,063千円（前年同四半期は

49,839千円）となり、赤字幅は縮小しました。

③　その他　

その他の売上高は110,223千円となり、前年同四半期比で52,691千円(32.3％)減少しました。釣具用部品は

10,160千円(12.8％)の増加となりましたが、ウエアラブル関連及び健康器具は前年同四半期のスポット売上分が

減少したため52,195千円(76.7％)の減少となりました。

　これにより、セグメント損失は11,245千円（前年同四半期はセグメント利益26,186千円）となり、赤字を計上

しました。
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(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

(3) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費については、特記すべきものはありません。

　

(4) 生産、受注及び販売の実績

当第１四半期連結累計期間において、その他の受注残高（前年同四半期比53.5％減）が著しく減少しておりま

す。これは、前年同四半期にスポット受注したウエアラブル関連及び健康器具の受注の減少などによるものであり

ます。

 
(5) 従業員数

連結会社の状況

当第１四半期連結累計期間において、NISSEY VIETNAM CO.,LTD.及びNISSEY CAMBODIA CO.,LTD.における生産性向

上の推進や生産の減少による人員調整などにより、主に時計関連において359名減少しております。

　なお、従業員数は就業人員であり、派遣社員は除いております。

 
(6) 主要な設備

前連結会計年度末において計画中であった主要な設備の新設のうち、当第１四半期連結累計期間に著しい変更が

あったものは、次のとおりであります。

会社名
事業所名

(所在地)

セグメント

の名称

設備の

内容

投資予定金額(千円) 資金調

達方法
着手年月

完了予定

年月

完成後の

増加能力総額 既支払額

NISSEY
CAMBODIA
METAL
CO.,LTD.

カンボジア工場
(カンボジア)

時計関連 製造設備 600,000 348,308
製品安定供
給準備金

平成28年

９月

平成29年

９月
未定

 

(注)　金額には、消費税等は含まれておりません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 39,000,000

計 39,000,000
 

　

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成29年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年８月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 18,768,999 18,768,999
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）

単元株式数は1,000株であり
ます。

計 18,768,999 18,768,999 ― ―
 

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成29年６月30日 ― 18,768,999 ― 1,868,253 ― 1,850,191
 

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成29年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式    
208,000　　

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 18,552,000 18,552 ―

単元未満株式 普通株式　  　8,999 ― ―

発行済株式総数 18,768,999 ― ―

総株主の議決権 ― 18,552 ―
 

(注) １．「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が5,000株(議決権5個)含まれ

ております。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式574株が含まれております。

３．当第１四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日(平成29年３月31日)に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

　

② 【自己株式等】

  平成29年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
日本精密株式会社

埼玉県川口市本町
４―１―８

208,000 ― 208,000 1.11

計 ― 208,000 ― 208,000 1.11
 

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

日本精密株式会社(E02325)

四半期報告書

 6/15



第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成29年４月１日から平成

29年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、フロンティア監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,230,737 1,080,546

  受取手形及び売掛金 930,305 953,345

  商品及び製品 380,458 351,252

  仕掛品 691,890 674,293

  原材料及び貯蔵品 245,834 280,282

  その他 215,451 247,665

  貸倒引当金 △34,474 △34,324

  流動資産合計 3,660,203 3,553,061

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 1,327,594 1,322,436

   機械装置及び運搬具（純額） 592,957 567,709

   工具、器具及び備品（純額） 83,628 79,654

   土地 123,614 123,614

   建設仮勘定 192,475 350,113

   有形固定資産合計 2,320,269 2,443,527

  無形固定資産   

   借地権 398,387 395,154

   その他 35,519 30,902

   無形固定資産合計 433,906 426,056

  投資その他の資産   

   投資有価証券 68,068 74,965

   敷金及び保証金 31,388 29,942

   その他 62,768 56,237

   貸倒引当金 △13,442 △13,442

   投資その他の資産合計 148,783 147,702

  固定資産合計 2,902,960 3,017,287

 繰延資産   

  開業費 28,170 24,998

  繰延資産合計 28,170 24,998

 資産合計 6,591,335 6,595,347
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 605,396 670,006

  短期借入金 1,055,487 1,241,502

  1年内返済予定の長期借入金 724,893 710,552

  未払法人税等 50,306 3,467

  賞与引当金 6,625 11,240

  その他 214,213 217,693

  流動負債合計 2,656,921 2,854,461

 固定負債   

  長期借入金 1,559,345 1,473,618

  繰延税金負債 6,115 8,067

  退職給付に係る負債 115,435 108,800

  その他 2,727 1,090

  固定負債合計 1,683,623 1,591,577

 負債合計 4,340,544 4,446,038

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,868,253 1,868,253

  資本剰余金 1,851,358 1,851,358

  利益剰余金 △1,439,697 △1,545,433

  自己株式 △41,366 △41,366

  株主資本合計 2,238,548 2,132,812

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 13,796 18,175

  為替換算調整勘定 △1,553 △1,679

  その他の包括利益累計額合計 12,242 16,495

 純資産合計 2,250,790 2,149,308

負債純資産合計 6,591,335 6,595,347
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(2) 【四半期連結損益及び包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年６月30日)

売上高 2,211,186 1,881,474

売上原価 1,869,200 1,526,597

売上総利益 341,985 354,877

販売費及び一般管理費 472,570 421,694

営業損失（△） △130,584 △66,816

営業外収益   

 受取利息 36 22

 受取配当金 72 71

 受取家賃 3,171 3,225

 持分法による投資利益 1,288 964

 その他 4,723 1,843

 営業外収益合計 9,292 6,127

営業外費用   

 支払利息 16,341 15,972

 為替差損 122,657 19,925

 その他 7,466 6,113

 営業外費用合計 146,465 42,011

経常損失（△） △267,757 △102,700

特別利益   

 固定資産売却益 505 ―

 製品安定供給準備金 200,000 ―

 特別利益合計 200,505 ―

特別損失   

 固定資産除却損 48 ―

 特別損失合計 48 ―

税金等調整前四半期純損失（△） △67,300 △102,700

法人税等 23,116 3,035

四半期純損失（△） △90,417 △105,735

（内訳）   

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △90,417 △105,735

非支配株主に帰属する四半期純利益 ― ―

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △18,245 4,379

 為替換算調整勘定 5,311 △125

 その他の包括利益合計 △12,934 4,253

四半期包括利益 △103,351 △101,482

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 △103,351 △101,482

 非支配株主に係る四半期包括利益 ― ―
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

　

(四半期連結貸借対照表関係)

１. 受取手形割引高及び電子記録債権割引高

 

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

受取手形割引高 17,903千円 22,502千円

電子記録債権割引高 55,426 〃 49,199 〃
 

　

２. 当座貸越契約

当社及び連結子会社(㈱村井)は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行３行と当座貸越契約を締結して

おります。これら契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

当座貸越極度額の総額 400,000千円 400,000千円

借入実行残高 400,000 〃 400,000 〃

差引額 ― ―
 

　

３. 財務制限条項

当社は、設備資金の効率的な調達を行うため、取引銀行１行と実行可能期間付タームローン契約を締結しており

ます。この契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。なお、借入可能期間は平成26年３月28日で終了

しております。タームローン契約に基づく長期借入金(１年内返済予定の長期借入金を含む。)の当第１四半期連結

会計期間末の残高は59,513千円(前連結会計年度末は68,012千円)であります。

 

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

実行可能期間付
タームローンの総額

170,000千円 170,000千円

借入実行残高 170,000 〃 170,000 〃

差引額 ― ―
 

　上記の実行可能期間付タームローン契約には、下記の財務制限条項が付されております。

(1)　借入人は、平成25年３月決算期(当該決算期を含む。)以降の各年度決算期の末日における借入人の連結の貸

借対照表において、純資産の部の合計額を、平成24年３月決算期の年度決算期の末日における純資産の部の合

計額又は前年度決算期の末日における純資産の部の合計額のいずれか大きい方の80％以上に維持すること。

(2)　借入人は、平成25年３月決算期(当該決算期を含む。)以降の各年度決算期の末日における借入人の連結の損

益計算書において、営業損益の金額を０円以上に維持すること。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、以下のとおりであります。

 

前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日)

減価償却費 61,515千円 62,835千円
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日　至 平成28年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

 時計関連 メガネフレーム その他 合計

 売上高     
　 外部顧客への売上高 1,711,025 337,245 162,914 2,211,186

　 セグメント間の内部

　 売上高又は振替高
― ― ― ―

計 1,711,025 337,245 162,914 2,211,186

 セグメント利益又は損失(△) △114,349 △49,839 26,186 △138,002
 

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益及び包括利益計算書計上額との差額及び当該

差額の主な内容（差異調整に関する事項）

(単位：千円)

利益 金額

　報告セグメント計 △138,002

　減損固定資産の減価償却費の調整 1,445

　その他の調整額 5,971

　四半期連結損益及び包括利益計算書の営業損失（△） △130,584
 

　

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日　至 平成29年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

 時計関連 メガネフレーム その他 合計

 売上高     
　 外部顧客への売上高 1,403,758 367,492 110,223 1,881,474

　 セグメント間の内部

　 売上高又は振替高
― ― ― ―

計 1,403,758 367,492 110,223 1,881,474

 セグメント損失(△) △47,061 △17,063 △11,245 △75,370
 

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益及び包括利益計算書計上額との差額及び当該

差額の主な内容（差異調整に関する事項）

(単位：千円)

利益 金額

　報告セグメント計 △75,370

　減損固定資産の減価償却費の調整 1,181

　その他の調整額 7,372

　四半期連結損益及び包括利益計算書の営業損失（△） △66,816
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日)

１株当たり四半期純損失金額（△） △4円90銭 △5円70銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）(千円) △90,417 △105,735

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純損失金
額（△）(千円)

△90,417 △105,735

普通株式の期中平均株式数(千株) 18,446 18,560

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、前第１四半期連結累計期間は、潜在株式は存在す

るものの、１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。当第１四半期連結累計期間は、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。

　

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。

 
２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成29年８月９日

日本精密株式会社

　　　取締役会  御中

 

フロンティア監査法人
 

　
指定社員

業務執行社員
 公認会計士   藤 井 幸 雄   印

 

　
指定社員

業務執行社員
 公認会計士   本 郷 大 輔   印

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本精密株式会

社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成29年４月１日から平成

29年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本精密株式会社及び連結子会社の平成29年６月30日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

　
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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